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 参考資料１  

 

 

 

公共サービスの見直しの進め方 
 

 

 平成２３年度以降の事業について、質の向上とコスト低減の２つの観

点から、公共サービスの見直しを本格的に進める。 

 

 このため、来年６月までに対象事業の選定を行い、公共サービス改革

基本方針を取りまとめる。主な対象分野は、以下のとおり。 

 

 （市場化テストの導入により効果が見込まれる分野） 

  １．施設管理 
     霞ヶ関所在８庁舎、防衛省本庁舎等（※）一般庁舎の管理運営 

自衛隊施設、国立大学法人施設の管理運営 

  ２．統計調査 
     郵送調査で事業者が対象の統計調査 

 

 （民間活用手法に改善が必要な分野） 

  ３．公物管理    
     道路、河川・ダム、空港施設等の維持管理 

     国有林の間伐  

   国営公園、国民公園、国立公園の維持管理 

４．財務局の普通財産の管理処分等業務   

  ５．米の売買管理 

  ６．防衛装備品の補給・維持  

 

 （官と民の仕分けが十分できていない分野） 

  ７．物品調達・管理業務、旅費業務 

  ８．警察通信関係業務 

  ９．供託 

  １０．国立大学法人の事務 

 

 （地方公共団体の市場化テスト） 

  １１．導入を促進するための積極的取組 

 
※他に、総務省第２庁舎、財務局管理庁舎、税関管理庁舎、国税局管理庁舎を対象。 

 

平成２１年１２月１０日 

第５５回官民競争入札等監理委員会 

仙谷大臣配付資料 
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水
戸
ほ
場

1
1
9
国
立
病
院
機
構
の
医
業
未
収
金
の
徴

収
業

務

3
6

国
営

備
北

丘
陵

公
園

の
維

持
管

理
業

務
7
9

農
林

水
産

省
 
農
林
水
産
研
修
所

1
2
0
国
立
病
院
機
構
の
物
品
調
達
業
務

3
7

国
営

讃
岐

ま
ん

の
う

公
園

の
維

持
管

理
業

務
8
0

経
済

産
業

省
 経

済
産

業
省

庁
舎

1
2
1
家
畜
改
良
セ
ン
タ
ー
の
「
中
央
畜
産

研
修

施
設

」
の

運
営

等
業

務

3
8

海
の

中
道

海
浜

公
園

の
維

持
管

理
業

務
8
1

経
済

産
業

省
 特

許
庁

庁
舎

1
2
2
経
済
産
業
研
究
所
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

の
シ

ス
テ

ム
運

営
業

務

3
9

国
営

吉
野

ヶ
里

歴
史

公
園

の
維

持
管

理
業

務
8
2

経
済

産
業

省
 
経
済
産
業
研
修
所

1
2
3
経
済
産
業
研
究
所
の
中
国
語
ホ
ー
ム

ペ
ー

ジ
の

維
持

管
理

業
務

 
 
 
 
 
*
 
平

成
2
2
年

７
月

６
日

現
在

刑
事

施
設

関
連

業
務

地
方

出
先

機
関

関
連

業
務

日
本

年
金

機
構

関
連

業
務

（
注
１
）
こ
れ
ま
で
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
改
革
基
本
方
針
の
策
定
・
改
定
に
よ
り
選
定

　
　
　
し
た
対
象
公
共
サ
ー
ビ
ス
一
覧
で
あ
り
、
廃
止
又
は
実
施
期
間
が
終
了
し
た

　
　
　
も
の
を
含
む
。

（
注
２
）
斜
字
体
は
、
平
成
2
2
年
７
月
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
改
革
基
本
方
針
の
改
定
に

　
　
　
よ
り
追
加
さ
れ
た
対
象
公
共
サ
ー
ビ
ス
。

（
注
３
）
簡
易
版
民
間
競
争
入
札
と
は
、
民
間
競
争
入
札
に
準
じ
た
手
続
に
よ
る
一

　
　
　
般
競
争
入
札
を
行
う
対
象
公
共
サ
ー
ビ
ス
。

（
注
４
）
官
民
競
争
入
札
、
民
間
競
争
入
札
、
簡
易
版
民
間
競
争
入
札
を
実
施
し
た

　
　
　
事
業
は
そ
れ
ぞ
れ
次
の
と
お
り
。

　
○
官
民
競
争
入
札
の
事
業
（
全
４
事
業
）

　
 
5
5
.
 
内
閣
府
 
永
田
町
合
同
庁
舎

　
 
1
0
1
.
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
の
実
施
す
る
企
業
・
消
費
者
向
け
の
教
育
・
研
修
事
業

　
 
1
2
8
.
日
本
貿
易
振
興
機
構
の
「
ビ
ジ
ネ
ス
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
」
運
営
業
務

　
 
1
2
9
.
日
本
貿
易
振
興
機
構
の
「
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
図
書
館
」
運
営
業
務

　 　
○
簡
易
版
民
間
競
争
入
札
の
事
業
（
全
６
事
業
）

　
 
6
2
.
 
法
務
省
 
矯
正
研
修
所

　
 
7
7
.
 
農
林
水
産
省
 
農
林
水
産
研
修
所
つ
く
ば
館

　
 
7
8
.
 
農
林
水
産
省
 
農
林
水
産
研
修
所
つ
く
ば
館
水
戸
ほ
場

　
 
1
0
6
.
国
際
交
流
基
金
の
文
化
芸
術
交
流
事
業

　
 
1
2
5
.
日
本
貿
易
振
興
機
構
の
外
国
企
業
誘
致
担
当
者
育
成
事
業

　
 
1
2
7
.
日
本
貿
易
振
興
機
構
の
環
境
関
連
ミ
ッ
シ
ョ
ン
受
入
事
業

　 　
○
民
間
競
争
入
札
の
事
業
（
全
1
3
0
事
業
）

米
の

買
入

れ
・

売
渡

し
関

連
業

務

防
衛

省
・

自
衛

隊
調

達
関

連
業

務

官
民

競
争

入
札

、
民

間
競

争
入

札
、

簡
易

版
民

間
競

争
入

札
対

象
公

共
サ

ー
ビ

ス
一

覧

公
物

管
理

関
連

業
務

施
設

管
理

・
運

営
業

務

統
計

調
査

関
連

事
業

登
記

関
連

業
務

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

関
連

業
務

独
立

行
政

法
人

の
業

務

参
考
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 参考資料３  
 

評価終了対象公共サービス一覧 
 

１．科学技術研究調査（19 年度開始） 

２．アビリティーガーデンにおける職業訓練事業 

３．私のしごと館における体験事業 

４．経済産業省企業活動基本調査（20 年度開始） 

５．社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査（20 年度開始） 

６．就労条件総合調査（20 年度開始） 

７．求人開拓事業（19 年度開始） 

８．求人開拓事業（20 年度開始） 

９．森林技術総合研修所庁舎の管理・運営業務 

10．木材流通統計調査のうち木材価格統計調査 

11．牛乳乳製品統計調査 

12．生鮮食料品価格・販売動向調査 

13．登記簿等の公開に関する事務（20 年度開始） 

14．登記簿等の公開に関する事務（21 年度開始） 

15．科学技術研究調査（20 年度開始） 

16．情報処理技術者試験事業（19 年度開始） 

17．国民年金保険料の収納事業（19 年度開始） 

18．国民年金保険料の収納事業（20 年度開始） 

19．東京国際交流館プラザ平成会議施設等運営事業 

20．広島国際交流会館の管理・運営業務 

21．見本市･展示会情報総合ウェブサイト（J-messe）管理・運営業務 

  ※評価終了順                      

平成 22 年７月６日現在 
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競争の導入による公共サービスの改革に関する法律 
（平成十八年六月二日法律第五十一号） 
 
 
第一章 総則（第一条―第六条） 
第二章 公共サービス改革基本方針等（第七条・第八条） 
第三章 官民競争入札及び民間競争入札 

第一節 国の行政機関等による官民競争入札の実施等（第九条―第十三条） 
第二節 国の行政機関等による民間競争入札の実施等（第十四条・第十五条） 
第三節 地方公共団体による官民競争入札の実施等（第十六条・第十七条） 
第四節 地方公共団体による民間競争入札の実施等（第十八条・第十九条） 

第四章 民間事業者が落札者となった場合における公共サービスの実施等 
第一節 契約（第二十条―第二十三条） 
第二節 公共サービスの実施（第二十四条・第二十五条） 
第三節 監督（第二十六条―第二十八条） 

第五章 法令の特例 
第一節 通則（第二十九条―第三十一条） 
第二節 特定公共サービス（第三十二条―第三十四条） 

第六章 国の行政機関等又は地方公共団体が自ら実施することとなった場合における公

共サービスの実施等（第三十五条・第三十六条） 
第七章 官民競争入札等監理委員会等 
第一節 官民競争入札等監理委員会（第三十七条―第四十六条） 
第二節 地方公共団体の審議会その他の合議制の機関（第四十七条） 

第八章 雑則（第四十八条―第五十三条） 
第九章 罰則（第五十四条―第五十六条） 
附則 

 
 

第一章 総則 
 
 
（趣旨） 
第一条 この法律は、国の行政機関等又は地方公共団体が自ら実施する公共サービスに関

し、その実施を民間が担うことができるものは民間にゆだねる観点から、これを見直し、

民間事業者の創意と工夫が反映されることが期待される一体の業務を選定して官民競争

入札又は民間競争入札に付することにより、公共サービスの質の維持向上及び経費の削

参考資料４ 
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減を図る改革（以下「競争の導入による公共サービスの改革」という。）を実施するため、

その基本理念、公共サービス改革基本方針の策定、官民競争入札及び民間競争入札の手

続、落札した民間事業者が公共サービスを実施するために必要な措置、官民競争入札等

監理委員会の設置その他必要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 
第二条 この法律において「国の行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。 
一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。） 
二 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一

項及び第二項に規定する機関 
三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関 
四 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第七十

号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第

十八条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関 
五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関 

２ この法律において「国の行政機関等」とは、国の行政機関、独立行政法人（独立行政

法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。

次項において同じ。）、国立大学法人（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第

二条第一項に規定する国立大学法人をいう。次項において同じ。）、大学共同利用機関法

人（同法第二条第三項に規定する大学共同利用機関法人をいう。次項において同じ。）及

び特殊法人（法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為を

もって設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第

十五号の規定の適用を受けるもの（株式会社であるものであって、株式会社日本政策金

融公庫以外のものを除く。）をいう。次項において同じ。）をいう。 
３ この法律において「国の行政機関等の長等」とは、国の行政機関の長、独立行政法人

の長、国立大学法人の学長、大学共同利用機関法人の機構長及び特殊法人の代表者をい

う。 
４ この法律において「公共サービス」とは、次に掲げるものをいう。 
一 国の行政機関等の事務又は事業として行われる国民に対するサービスの提供その他

の公共の利益の増進に資する業務（行政処分を除く。）のうち次に掲げるもの 
イ 施設の設置、運営又は管理の業務 
ロ 研修の業務 
ハ 相談の業務 
ニ 調査又は研究の業務 
ホ イからニまでに掲げるもののほか、その内容及び性質に照らして、必ずしも国の

行政機関等が自ら実施する必要がない業務 
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二 特定公共サービス 
５ この法律において「特定公共サービス」とは、国の行政機関等又は地方公共団体の事

務又は事業として行われる国民に対するサービスの提供その他の公共の利益の増進に資

する業務であって、第五章第二節の規定により、法律の特例が適用されるものとして、

その範囲が定められているものをいう。 
６ この法律において「官民競争入札」とは、次に掲げる手続をいう。 
一 公共サービス改革基本方針（第七条に規定する公共サービス改革基本方針をいう。

次項第一号において同じ。）において選定された国の行政機関等の公共サービスについ

て、国の行政機関等と民間事業者との間において、これを実施する者を決定するため

の手続であって、第三章第一節の規定により行われるもの 
二 第八条に規定する実施方針において選定された地方公共団体の特定公共サービスに

ついて、地方公共団体と民間事業者との間において、これを実施する者を決定するた

めの手続であって、第三章第三節の規定により行われるもの 
７ この法律において「民間競争入札」とは、次に掲げる手続をいう。 
一 公共サービス改革基本方針において選定された国の行政機関等の公共サービスにつ

いて、民間事業者の間において、これを実施する者を決定するための手続であって、

第三章第二節の規定により行われるもの 
二 第八条に規定する実施方針において選定された地方公共団体の特定公共サービスに

ついて、民間事業者の間において、これを実施する者を決定するための手続であって、

第三章第四節の規定により行われるもの 
８ この法律において「公共サービス実施民間事業者」とは、第二十条第一項（第二十三

条において準用する場合を含む。）の契約による委託に基づいて公共サービスを実施する

民間事業者をいう。 
９ この法律において「法令の特例」とは、公共サービス実施民間事業者が公共サービス

を実施する場合において必要とされる資格、国の行政機関等の長等若しくは地方公共団

体の長による監督上の措置、規制の緩和その他の特例に関する第五章に規定する法律の

特例及び政令又は主務省令により規定された事項についてのそれぞれ政令又は主務省令

で規定する特例をいう。 
 
（基本理念） 
第三条 競争の導入による公共サービスの改革は、公共サービスによる利益を享受する国

民の立場に立って、国の行政機関等又は地方公共団体がその事務又は事業の全体の中で

自ら実施する公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透

明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民

のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを旨として、行うものとする。 
２ 前項の見直しを通じ、公共サービスのうち、国の行政機関等又は地方公共団体の事務
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又は事業として行う必要のないものは、廃止するものとする。 
 
（国の行政機関等の責務） 
第四条 国の行政機関等は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、国

の行政機関等の公共サービスに関し見直しを行い、官民競争入札若しくは民間競争入札

又は廃止の対象とする公共サービスを適切に選定するほか、国の行政機関等の関与その

他の規制を必要最小限のものとすることにより民間事業者の創意と工夫がその実施する

公共サービスに適切に反映されるよう措置するとともに、当該公共サービスの適正かつ

確実な実施を確保するために必要かつ適切な監督を行わなければならない。 
２ 国の行政機関は、地方公共団体の自主性及び自立性を尊重しつつ、競争の導入による

公共サービスの改革に関する措置を講じようとする地方公共団体の取組を可能とする環

境の整備に努めるものとする。 
 
（地方公共団体の責務） 
第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、地方公共団体の特定公共サービスに関し

見直しを行い、官民競争入札又は民間競争入札を実施する場合には、その対象とする特

定公共サービスを適切に選定するほか、地方公共団体の関与その他の規制を必要最小限

のものとすることにより民間事業者の創意と工夫がその実施する特定公共サービスに適

切に反映されるよう措置するとともに、当該特定公共サービスの適正かつ確実な実施を

確保するために必要かつ適切な監督を行うものとする。 
 
（民間事業者の責務） 
第六条 公共サービス実施民間事業者は、基本理念にのっとり、その創意と工夫を生かし

つつ、業務の公共性を踏まえてこれを適正かつ確実に実施するとともに、当該公共サー

ビスに対する国民の信頼を確保するように努めなければならない。 
 
 

第二章 公共サービス改革基本方針等 
 
 
（公共サービス改革基本方針） 
第七条 内閣総理大臣は、あらかじめ国の行政機関等の長等と協議して公共サービス改革

基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 
２ 公共サービス改革基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 競争の導入による公共サービスの改革の意義及び目標に関する事項 
二 競争の導入による公共サービスの改革のために政府が実施すべき施策に関する基本
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的な方針 
三 競争の導入による公共サービスの改革に関し政府が講ずべき措置（特定公共サービ

スの範囲の見直しその他の法令の制定又は改廃に係る措置を含む。以下この条におい

て同じ。）についての計画（次号に掲げるものを除く。） 
四 競争の導入による公共サービスの改革に関する措置を講じようとする地方公共団体

の取組を可能とする環境の整備のために政府が講ずべき措置についての計画 
五 官民競争入札の対象として選定した国の行政機関等の公共サービス（以下「官民競

争入札対象公共サービス」という。）の内容及びこれに伴い政府が講ずべき措置に関す

る事項 
六 民間競争入札の対象として選定した国の行政機関等の公共サービス（以下「民間競

争入札対象公共サービス」という。）の内容及びこれに伴い政府が講ずべき措置に関す

る事項 
七 廃止の対象とする国の行政機関等の公共サービスの内容及びこれに伴い政府が講ず

べき措置に関する事項 
八 前各号に掲げるもののほか、競争の導入による公共サービスの改革の実施に関し必

要な事項 
３ 内閣総理大臣は、前項第三号から第七号までに掲げる事項に係る部分の案を定めよう

とするときは、政令で定めるところにより、あらかじめ、民間事業者が公共サービスに

関しその実施を自ら担うことができると考える業務の範囲及びこれに関し政府が講ずべ

き措置について、民間事業者の意見を聴くものとする。 
４ 内閣総理大臣は、政令で定めるところにより、前項に規定する意見の聴取が適切に実

施されるよう、国の行政機関等の長等に対し、当該国の行政機関等が実施している公共

サービスに関し、その内容その他の参考となる情報の提出を求め、インターネットの利

用その他適切な方法により公表するものとする。 
５ 内閣総理大臣は、第二項第四号に掲げる事項に係る部分の案を定めようとするときは、

政令で定めるところにより、あらかじめ、地方公共団体がその特定公共サービスに関し

その実施を民間事業者に担わせることが適当と認める業務の範囲及びこれに関し政府が

講ずべき措置について、地方公共団体の意見を聴くものとする。 
６ 内閣総理大臣は、公共サービス改革基本方針の案を定めようとするときは、官民競争

入札等監理委員会（第三十七条に規定する官民競争入札等監理委員会をいう。以下第五

章までにおいて同じ。）の議を経なければならない。 
７ 内閣総理大臣は、毎年度、公共サービス改革基本方針を見直し、必要が生じたときは、

あらかじめ国の行政機関等の長等と協議して公共サービス改革基本方針の変更の案を作

成し、閣議の決定を求めなければならない。 
８ 内閣総理大臣は、前項の見直しに当たっては、第九条第二項第二号に規定する官民競

争入札対象公共サービスの実施期間の終了又は第十四条第二項第二号に規定する民間競

8



争入札対象公共サービスの実施期間の終了にあわせて、当該官民競争入札対象公共サー

ビス又は民間競争入札対象公共サービスを継続させる必要性その他その業務の全般にわ

たる評価を行い、必要が生じたときは、あらかじめ国の行政機関等の長等と協議して公

共サービス改革基本方針の変更の案を作成するものとする。 
９ 第三項から第六項までの規定は、第七項の公共サービス改革基本方針の変更について

準用する。 
１０ 内閣総理大臣は、第一項又は第七項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞

なく、公共サービス改革基本方針を公表しなければならない。 
 
（地方公共団体における官民競争入札等の実施方針） 
第八条 地方公共団体の長は、官民競争入札又は民間競争入札を実施する場合には、官民

競争入札又は民間競争入札の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）を作成する

ものとする。 
２ 実施方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 競争の導入による公共サービスの改革の意義及び目標に関する事項 
二 官民競争入札の対象として選定した地方公共団体の特定公共サービスの内容 
三 民間競争入札の対象として選定した地方公共団体の特定公共サービスの内容 
四 前三号に掲げるもののほか、競争の導入による公共サービスの改革の実施に関し必

要な事項 
３ 地方公共団体の長は、前項第二号及び第三号に掲げる事項に係る部分を定めようとす

るときは、あらかじめ、民間事業者が特定公共サービスのうちその実施を自ら担うこと

ができると考える業務の範囲について、民間事業者の意見を聴くものとする。 
４ 地方公共団体の長は、前項に規定する意見の聴取が適切に実施されるよう、当該地方

公共団体が実施している特定公共サービスの内容その他の参考となる情報を、インター

ネットの利用その他適切な方法により公表するものとする。 
５ 地方公共団体の長は、実施方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとす

る。 
 
 

第三章 官民競争入札及び民間競争入札 
 

第一節 国の行政機関等による官民競争入札の実施等 
 
（官民競争入札実施要項） 
第九条 国の行政機関等の長等は、公共サービス改革基本方針において官民競争入札の対

象として選定された公共サービスごとに、遅滞なく（法令の制定又は改廃を要するもの
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にあっては、その制定又は改廃後遅滞なく）、公共サービス改革基本方針に従って、官民

競争入札実施要項を定めなければならない。 
２ 官民競争入札実施要項は、官民競争入札の実施について、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 
一 官民競争入札対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき

官民競争入札対象公共サービスの質に関する事項 
二 官民競争入札対象公共サービスの実施期間に関する事項 
三 次条に定めるもののほか、官民競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 
四 官民競争入札に参加する者の募集に関する事項 
五 官民競争入札対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他の

官民競争入札対象公共サービスを実施する者の決定に関する事項 
六 官民競争入札の実施に関する事務を担当する職員と官民競争入札に参加する事務を

担当する職員との間での官民競争入札の公正性を阻害するおそれがある情報の交換を

遮断するための措置に関する事項 
七 官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関す

る事項 
八 公共サービス実施民間事業者に使用させることができる国有財産（国有財産法（昭

和二十三年法律第七十三号）第二条第一項に規定する国有財産をいう。第十四条第二

項第七号において同じ。）に関する事項 
九 国の行政機関等の職員のうち、第三十一条第一項に規定する対象公共サービス従事

者となることを希望する者に関する事項 
十 公共サービス実施民間事業者が官民競争入札対象公共サービスを実施する場合にお

いて適用される法令の特例に関する事項 
十一 公共サービス実施民間事業者が、官民競争入札対象公共サービスを実施するに当

たり、国の行政機関等の長等に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために

必要な措置その他の官民競争入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施の確保のた

めに第二十条第一項の契約により公共サービス実施民間事業者が講ずべき措置に関す

る事項 
十二 公共サービス実施民間事業者が官民競争入札対象公共サービスを実施するに当た

り第三者に損害を加えた場合において、その損害の賠償に関し第二十条第一項の契約

により当該公共サービス実施民間事業者が負うべき責任（国家賠償法（昭和二十二年

法律第百二十五号）の規定により国の行政機関等が当該損害の賠償の責めに任ずる場

合における求償に応ずる責任を含む。第十四条第二項第十号において同じ。）に関する

事項 
十三 官民競争入札対象公共サービスに係る第七条第八項に規定する評価に関する事項 
十四 その他官民競争入札対象公共サービスの実施に関し必要な事項 
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３ 前項第三号に規定する資格は、次に掲げる事項を考慮して当該官民競争入札対象公共

サービスの適正かつ確実な実施（同項第十二号に規定する責任の履行を含む。第四号に

おいて同じ。）を確保するために必要かつ最小限のものとしなければならない。 
一 知識及び能力 
二 経理的基礎 
三 技術的基礎 
四 その他官民競争入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施を確保する観点から必

要な事項 
４ 第二項第七号に規定する実施状況に関する情報の開示においては、次に掲げるものを

明らかにするものとする。 
一 官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した経費 
二 官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した人員 
三 官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した施設及び設備 
四 官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施における目的の達成の程度 

５ 国の行政機関等の長等は、官民競争入札実施要項を定めようとするときは、官民競争

入札等監理委員会の議を経なければならない。 
６ 国の行政機関等の長等は、官民競争入札実施要項を定めたときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 
７ 前二項の規定は、官民競争入札実施要項の変更について準用する。 
 
（欠格事由） 
第十条 次の各号のいずれかに該当する者は、官民競争入札に参加することができない。 
一 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている

者 
二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱

われている者 
三 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、又はこの

法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から起算して五年を経過しない者 
四 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二

条第六号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）又は暴力団

員でなくなった日から五年を経過しない者 
五 第二十二条第一項の規定により契約を解除され、その解除の日から起算して五年を

経過しない者 
六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号

のいずれかに該当するもの 
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七 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 
八 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者がその事業活動を支

配する者 
九 その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関係にある

ものとして政令で定める者をいう。次号において同じ。）が前各号のいずれかに該当す

る者 
十 その者又はその者の親会社等が他の業務又は活動を行っている場合において、これ

らの者が当該他の業務又は活動を行うことによって官民競争入札対象公共サービスの

公正な実施又は当該官民競争入札対象公共サービスに対する国民の信頼の確保に支障

を及ぼすおそれがある者 
十一 法令の特例において定められた当該官民競争入札対象公共サービスを実施する公

共サービス実施民間事業者に必要な資格の要件を満たすことができない者 
十二 官民競争入札等監理委員会の委員又は当該委員と政令で定める直接の利害関係の

ある者 
 
（官民競争入札への参加） 
第十一条 官民競争入札に参加する民間事業者は、官民競争入札実施要項に従って、次に

掲げる事項を記載した書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとして当該国の行政機関等

の長等が定めるものをいう。次項において同じ。）を含む。以下同じ。）を国の行政機関

等の長等に提出することにより、申込みを行うものとする。 
一 官民競争入札対象公共サービスの質の維持向上に関する措置を含む官民競争入札対

象公共サービスの具体的な実施体制及び実施方法 
二 入札金額 

２ 官民競争入札に参加する国の行政機関等の長等は、官民競争入札実施要項に従って、

前項第一号に掲げる事項及び人件費、物件費その他の官民競争入札対象公共サービスの

実施に要する経費の金額を記載した書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的

記録を含む。以下同じ。）を作成するものとする。 
３ 第一項の規定により申込みを受けた国の行政機関等の長等は、遅滞なく、前二項の書

類の写しを官民競争入札等監理委員会に送付しなければならない。 
 
（官民競争入札の実施及び落札者等の決定） 
第十二条 国の行政機関等の長等は、第九条第二項第五号に規定する評価の基準に従って、

前条第一項及び第二項の書類のすべてについてその評価を行うものとする。この場合に

おいて、国の行政機関等の長等は、官民競争入札等監理委員会の議を経なければならな
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い。 
 
第十三条 国の行政機関等の長等は、前条の評価に従い、国の行政機関等の長等が作成し

た第十一条第二項の書類の内容よりも官民競争入札対象公共サービスの質の維持向上及

び経費の削減を実現する上で有利な申込みをした民間事業者があった場合は、当該民間

事業者のうち最も有利な申込みをした者（会計法（昭和二十二年法律第三十五号）第二

十九条の六第一項ただし書の場合その他最も有利な申込みをした者を落札者として決定

することが不適当な場合として政令で定める場合にあっては、次に有利な者）を落札者

として決定するものとする。 
２ 国の行政機関等の長等は、前条の評価に従い、国の行政機関等の長等が作成した第十

一条第二項の書類の内容よりも官民競争入札対象公共サービスの質の維持向上及び経費

の削減を実現する上で有利な申込みをした民間事業者がなかった場合は、国の行政機関

等が当該官民競争入札対象公共サービスを実施することを決定するものとする。 
３ 国の行政機関等の長等は、前二項の規定による決定をしたときは、遅滞なく、落札者

の氏名若しくは名称、落札金額、落札者の決定の理由及び申込みの内容に関する事項の

うち政令で定めるもの又は国の行政機関等が官民競争入札対象公共サービスを実施する

ことを決定した旨、その理由及び国の行政機関等の長等が作成した第十一条第二項の書

類の内容に関する事項のうち政令で定めるものを公表しなければならない。 
 

第二節 国の行政機関等による民間競争入札の実施等 
 
（民間競争入札実施要項） 
第十四条 国の行政機関等の長等は、公共サービス改革基本方針において民間競争入札の

対象として選定された公共サービスごとに、遅滞なく（法令の制定又は改廃を要するも

のにあっては、その制定又は改廃後遅滞なく）、公共サービス改革基本方針に従って、民

間競争入札実施要項を定めなければならない。 
２ 民間競争入札実施要項は、民間競争入札の実施について、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 
一 民間競争入札対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき

民間競争入札対象公共サービスの質に関する事項 
二 民間競争入札対象公共サービスの実施期間に関する事項 
三 次条において準用する第十条に定めるもののほか、民間競争入札に参加する者に必

要な資格に関する事項 
四 民間競争入札に参加する者の募集に関する事項 
五 落札者を決定するための評価の基準その他の落札者の決定に関する事項 
六 民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関す
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る事項 
七 公共サービス実施民間事業者に使用させることができる国有財産に関する事項 
八 公共サービス実施民間事業者が民間競争入札対象公共サービスを実施する場合にお

いて適用される法令の特例に関する事項 
九 公共サービス実施民間事業者が、民間競争入札対象公共サービスを実施するに当た

り、国の行政機関等の長等に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必

要な措置その他の民間競争入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施の確保のため

に第二十条第一項の契約により公共サービス実施民間事業者が講ずべき措置に関する

事項 
十 公共サービス実施民間事業者が民間競争入札対象公共サービスを実施するに当たり

第三者に損害を加えた場合において、その損害の賠償に関し第二十条第一項の契約に

より当該公共サービス実施民間事業者が負うべき責任に関する事項 
十一 民間競争入札対象公共サービスに係る第七条第八項に規定する評価に関する事項 
十二 その他民間競争入札対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

３ 前項第三号に規定する資格は、次に掲げる事項を考慮して当該民間競争入札対象公共

サービスの適正かつ確実な実施（同項第十号に規定する責任の履行を含む。第四号にお

いて同じ。）を確保するために必要かつ最小限のものとしなければならない。 
一 知識及び能力 
二 経理的基礎 
三 技術的基礎 
四 その他民間競争入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施を確保する観点から必

要な事項 
４ 第二項第六号に規定する実施状況に関する情報の開示については、次に掲げるものを

明らかにするものとする。 
一 民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した経費 
二 民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した人員 
三 民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した施設及び設備 
四 民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施における目的の達成の程度 

５ 国の行政機関等の長等は、民間競争入札実施要項を定めようとするときは、官民競争

入札等監理委員会の議を経なければならない。 
６ 国の行政機関等の長等は、民間競争入札実施要項を定めたときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 
７ 前二項の規定は、民間競争入札実施要項の変更について準用する。 
 
（準用） 
第十五条 第十条、第十一条第一項、第十二条並びに第十三条第一項及び第三項の規定は、
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国の行政機関等の長等が実施する民間競争入札について準用する。この場合において、

第十二条中「第九条第二項第五号」とあるのは「第十四条第二項第五号」と、「前条第一

項及び第二項」とあるのは「前条第一項」と、「その評価を行うものとする。この場合に

おいて、国の行政機関等の長等は、官民競争入札等監理委員会の議を経なければならな

い」とあるのは「その評価を行うものとする」と、第十三条第一項中「前条の評価に従

い、国の行政機関等の長等が作成した第十一条第二項の書類の内容よりも」とあるのは

「前条の評価に従い、」と、「有利な申込みをした民間事業者があった場合は、当該民間

事業者のうち最も」とあるのは「最も」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第一

項」と、「政令で定めるもの又は国の行政機関等が官民競争入札対象公共サービスを実施

することを決定した旨、その理由及び国の行政機関等の長等が作成した第十一条第二項

の書類の内容に関する事項のうち政令で定めるもの」とあるのは「政令で定めるもの」

と読み替えるものとする。 
 

第三節 地方公共団体による官民競争入札の実施等 
 
（官民競争入札実施要項） 
第十六条 地方公共団体の長は、第八条に規定する実施方針において官民競争入札の対象

として選定された地方公共団体の特定公共サービス（以下「地方公共団体官民競争入札

対象公共サービス」という。）ごとに、遅滞なく、官民競争入札実施要項を定めるものと

する。 
２ 官民競争入札実施要項は、官民競争入札の実施について、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 
一 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確

保されるべき地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの質に関する事項 
二 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの実施期間に関する事項 
三 次条において準用する第十条に定めるもののほか、官民競争入札に参加する者に必

要な資格に関する事項 
四 官民競争入札に参加する者の募集に関する事項 
五 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の

基準その他の地方公共団体官民競争入札対象公共サービスを実施する者の決定に関す

る事項 
六 官民競争入札の実施に関する事務を担当する職員と官民競争入札に参加する事務を

担当する職員との間での官民競争入札の公正性を阻害するおそれがある情報の交換を

遮断するための措置に関する事項 
七 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報

の開示に関する事項 
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八 公共サービス実施民間事業者に使用させることができる公有財産（地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百三十八条第一項に規定する公有財産をいう。第十

八条第二項第七号において同じ。）に関する事項 
九 地方公共団体の職員のうち、公共サービス実施民間事業者に使用される者であって

当該地方公共団体官民競争入札対象公共サービスに係る業務に従事する者となること

を希望する者に関する事項 
十 公共サービス実施民間事業者が地方公共団体官民競争入札対象公共サービスを実施

する場合において適用される法令の特例に関する事項 
十一 公共サービス実施民間事業者が、地方公共団体官民競争入札対象公共サービスを

実施するに当たり、地方公共団体の長に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱

うために必要な措置その他の地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの適正かつ

確実な実施の確保のために第二十三条において準用する第二十条第一項の契約により

公共サービス実施民間事業者が講ずべき措置に関する事項 
十二 公共サービス実施民間事業者が地方公共団体官民競争入札対象公共サービスを実

施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その損害の賠償に関し第二十三

条において準用する第二十条第一項の契約により当該公共サービス実施民間事業者が

負うべき責任（国家賠償法の規定により地方公共団体が当該損害の賠償の責めに任ず

る場合における求償に応ずる責任を含む。第十八条第二項第十号において同じ。）に関

する事項 
十三 その他地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

３ 前項第三号に規定する資格は、次に掲げる事項を考慮して当該地方公共団体官民競争

入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施（同項第十二号に規定する責任の履行を含

む。第四号において同じ。）を確保するために必要かつ最小限のものとしなければならな

い。 
一 知識及び能力 
二 経理的基礎 
三 技術的基礎 
四 その他地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施を確保す

る観点から必要な事項 
４ 第二項第七号に規定する実施状況に関する情報の開示においては、次に掲げるものを

明らかにするものとする。 
一 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した経費 
二 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した人員 
三 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した施設及び

設備 
四 地方公共団体官民競争入札対象公共サービスに関する従来の実施における目的の達
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成の程度 
５ 地方公共団体の長は、官民競争入札実施要項を定めようとするときは、第四十七条第

一項に規定する合議制の機関の議を経るものとする。 
６ 地方公共団体の長は、官民競争入札実施要項を定めたときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 
７ 前二項の規定は、官民競争入札実施要項の変更について準用する。 
 
（準用） 
第十七条 第十条から第十三条までの規定は、地方公共団体の長が実施する官民競争入札

について準用する。この場合において、第十条第五号中「第二十二条第一項」とあるの

は「第二十三条において準用する第二十二条第一項」と、同条第十二号、第十一条第三

項及び第十二条中「官民競争入札等監理委員会」とあるのは「第四十七条第一項に規定

する合議制の機関」と、同条中「第九条第二項第五号」とあるのは「第十六条第二項第

五号」と、第十三条第一項中「会計法（昭和二十二年法律第三十五号）第二十九条の六

第一項ただし書の場合その他最も」とあるのは「最も」と、同条第三項中「政令」とあ

るのは「規則」と読み替えるものとする。 
 

第四節 地方公共団体による民間競争入札の実施等 
 
（民間競争入札実施要項） 
第十八条 地方公共団体の長は、第八条に規定する実施方針において民間競争入札の対象

として選定された地方公共団体の特定公共サービス（以下「地方公共団体民間競争入札

対象公共サービス」という。）ごとに、遅滞なく、民間競争入札実施要項を定めるものと

する。 
２ 民間競争入札実施要項は、民間競争入札の実施について、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 
一 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確

保されるべき地方公共団体民間競争入札対象公共サービスの質に関する事項 
二 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスの実施期間に関する事項 
三 次条において準用する第十条に定めるもののほか、民間競争入札に参加する者に必

要な資格に関する事項 
四 民間競争入札に参加する者の募集に関する事項 
五 落札者を決定するための評価の基準その他の落札者の決定に関する事項 
六 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報

の開示に関する事項 
七 公共サービス実施民間事業者に使用させることができる公有財産に関する事項 
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八 公共サービス実施民間事業者が地方公共団体民間競争入札対象公共サービスを実施

する場合において適用される法令の特例に関する事項 
九 公共サービス実施民間事業者が、地方公共団体民間競争入札対象公共サービスを実

施するに当たり、地方公共団体の長に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱う

ために必要な措置その他の地方公共団体民間競争入札対象公共サービスの適正かつ確

実な実施の確保のために第二十三条において準用する第二十条第一項の契約により公

共サービス実施民間事業者が講ずべき措置に関する事項 
十 公共サービス実施民間事業者が地方公共団体民間競争入札対象公共サービスを実施

するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その損害の賠償に関し第二十三条

において準用する第二十条第一項の契約により当該公共サービス実施民間事業者が負

うべき責任に関する事項 
十一 その他地方公共団体民間競争入札対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

３ 前項第三号に規定する資格は、次に掲げる事項を考慮して当該地方公共団体民間競争

入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施（同項第十号に規定する責任の履行を含む。

第四号において同じ。）を確保するために必要かつ最小限のものとしなければならない。 
一 知識及び能力 
二 経理的基礎 
三 技術的基礎 
四 その他地方公共団体民間競争入札対象公共サービスの適正かつ確実な実施を確保す

る観点から必要な事項 
４ 第二項第六号に規定する実施状況に関する情報の開示については、次に掲げるものを

明らかにするものとする。 
一 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した経費 
二 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した人員 
三 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施に要した施設及び

設備 
四 地方公共団体民間競争入札対象公共サービスに関する従来の実施におけるの目的の

達成の程度 
５ 地方公共団体の長は、民間競争入札実施要項を定めようとするときは、第四十七条第

一項に規定する合議制の機関の議を経るものとする。 
６ 地方公共団体の長は、民間競争入札実施要項を定めたときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 
７ 前二項の規定は、民間競争入札実施要項の変更について準用する。 
 
（準用） 
第十九条 第十条、第十一条第一項、第十二条並びに第十三条第一項及び第三項の規定は、
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地方公共団体の長が実施する民間競争入札について準用する。この場合において、第十

条第五号中「第二十二条第一項」とあるのは「第二十三条において準用する第二十二条

第一項」と、同条第十二号中「官民競争入札等監理委員会」とあるのは「第四十七条第

一項に規定する合議制の機関」と、第十二条中「第九条第二項第五号」とあるのは「第

十八条第二項第五号」と、「前条第一項及び第二項」とあるのは「前条第一項」と、「そ

の評価を行うものとする。この場合において、国の行政機関等の長等は、官民競争入札

等監理委員会の議を経なければならない」とあるのは「その評価を行うものとする」と、

第十三条第一項中「前条の評価に従い、国の行政機関等の長等が作成した第十一条第二

項の書類の内容よりも」とあるのは「前条の評価に従い、」と、「有利な申込みをした民

間事業者があった場合は、当該民間事業者のうち最も有利な申込みをした者（会計法（昭

和二十二年法律第三十五号）第二十九条の六第一項ただし書の場合その他最も」とある

のは「最も有利な申込みをした者（最も」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第

一項」と、「政令で定めるもの又は国の行政機関等が官民競争入札対象公共サービスを実

施することを決定した旨、その理由及び国の行政機関等の長等が作成した第十一条第二

項の書類の内容に関する事項のうち政令で定めるもの」とあるのは「規則で定めるもの」

と読み替えるものとする。 
 
 

第四章 民間事業者が落札者となった場合における公共サービスの実施等 
 

第一節 契約 
 
（契約の締結等） 
第二十条 国の行政機関等の長等は、第十三条第一項（第十五条において準用する場合を

含む。）の規定により民間事業者を落札者として決定した場合には、官民競争入札実施要

項又は民間競争入札実施要項及び申込みの内容に従い、書面により、官民競争入札対象

公共サービス又は民間競争入札対象公共サービス（以下「対象公共サービス」という。）

の実施に関する契約を締結し、当該対象公共サービスの実施を委託するものとする。 
２ 国の行政機関等の長等は、前項の契約を締結したときは、遅滞なく、当該契約の相手

方の氏名又は名称及び当該契約の内容に関する事項のうち政令で定めるものを公表しな

ければならない。 
 
（契約の変更） 
第二十一条 国の行政機関等の長等及び公共サービス実施民間事業者は、対象公共サービ

スを改善するため、又はやむを得ない事由がある場合には、協議により、前条第一項の

契約を変更することができる。 
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２ 国の行政機関等の長等は、前項の規定により契約を変更しようとするときは、官民競

争入札等監理委員会の議を経なければならない。 
３ 国の行政機関等の長等は、前二項の規定により契約を変更したときは、遅滞なく、当

該契約の変更の内容に関する事項のうち政令で定めるものを公表しなければならない。 
 
（契約の解除等） 
第二十二条 国の行政機関等の長等は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するとき

は、第二十条第一項の契約を解除することができる。 
一 公共サービス実施民間事業者が次のいずれかに該当するとき。 
イ 偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 
ロ 第九条第二項第三号若しくは第十条（第十一号を除く。）の規定による官民競争入

札に参加する者に必要な資格の要件又は第十四条第二項第三号若しくは第十五条に

おいて準用する第十条（第十一号を除く。）の規定による民間競争入札に参加する者

に必要な資格の要件を満たさなくなったとき。 
ハ 法令の特例において定められた当該対象公共サービスを実施する公共サービス実

施民間事業者に必要な資格の要件を満たさなくなったとき。 
ニ 第二十条第一項の契約に従って対象公共サービスを実施できなかったとき、又はこ

れを実施することができないことが明らかになったとき。 
ホ ニに掲げる場合のほか、第二十条第一項の契約において定められた事項について重

大な違反があったとき。 
ヘ 第二十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若

しくは虚偽の答弁をしたとき。 
ト 第二十七条第一項の規定による指示に違反したとき。 
チ 法令の特例において定められた当該対象公共サービスに係る契約の解除の事由に該

当したとき。 
二 公共サービス実施民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）又

はその職員その他の対象公共サービスに従事する者が、第二十五条第一項の規定に違

反して、対象公共サービスの実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき。 
２ 国の行政機関等の長等は、前項の規定により契約を解除するときは、前章に定めると

ころによる新たな官民競争入札若しくは民間競争入札の実施又は国の行政機関等が対象

公共サービスを実施する措置その他の当該対象公共サービスの適正かつ確実な実施を確

保するために必要な措置を講ずるものとする。 
３ 国の行政機関等の長等は、前項の規定による措置を講じようとするときは、官民競争

入札等監理委員会の議を経なければならない。 
４ 国の行政機関等の長等は、前二項の規定による措置を講じたときは、遅滞なく、その
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旨、その内容及びその理由を公表しなければならない。 
 
（地方公共団体官民競争入札対象公共サービス又は地方公共団体民間競争入札対象公共サ

ービスについての準用） 
第二十三条 前三条の規定は、地方公共団体官民競争入札対象公共サービス及び地方公共

団体民間競争入札対象公共サービスについて準用する。この場合において、第二十条第

一項中「第十三条第一項（第十五条において準用する場合を含む。）」とあるのは「第十

七条及び第十九条において準用する第十三条第一項」と、同条第二項及び第二十一条第

三項中「政令」とあるのは「規則」と、同条第二項及び前条第三項中「官民競争入札等

監理委員会」とあるのは「第四十七条第一項に規定する合議制の機関」と、同条第一項

第一号ロ中「第九条第二項第三号若しくは第十条」とあるのは「第十六条第二項第三号

若しくは第十七条において準用する第十条」と、「第十四条第二項第三号若しくは第十五

条」とあるのは「第十八条第二項第三号若しくは第十九条」と、同号ヘ中「第二十六条

第一項」とあるのは「第二十八条において準用する第二十六条第一項」と、同号ト中「第

二十七条第一項」とあるのは「第二十八条において準用する第二十七条第一項」と、同

項第二号中「対象公共サービス」とあるのは「地方公共団体官民競争入札対象公共サー

ビス若しくは地方公共団体民間競争入札対象公共サービス」と読み替えるものとする。 
 

第二節 公共サービスの実施 
 
（官民競争入札対象公共サービス等の実施） 
第二十四条 公共サービス実施民間事業者は、第二十条第一項（前条において準用する場

合を含む。）の契約に従って、官民競争入札対象公共サービス、民間競争入札対象公共サ

ービス、地方公共団体官民競争入札対象公共サービス又は地方公共団体民間競争入札対

象公共サービスを実施しなければならない。 
 
（秘密保持義務等） 
第二十五条 公共サービス実施民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役

員）若しくはその職員その他の前条の公共サービスに従事する者又はこれらの者であっ

た者は、当該公共サービスの実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはなら

ない。 
２ 前条の公共サービスに従事する者は、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰

則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 
 

第三節 監督 
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（報告の徴収等） 
第二十六条 国の行政機関等の長等は、公共サービス実施民間事業者による対象公共サー

ビスの適正かつ確実な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該公共サービ

ス実施民間事業者に対し、対象公共サービスの実施の状況に関し必要な報告を求め、又

はその職員に当該公共サービス実施民間事業者の事務所に立ち入り、当該対象公共サー

ビスの実施の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問

させることができる。 
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 
３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
４ 国の行政機関等の長等は、第一項の規定による措置を講じたときは、当該措置の内容

及び当該措置を講ずることとした理由を、遅滞なく、官民競争入札等監理委員会に通知

しなければならない。 
 
（国の行政機関等の長等の指示等） 
第二十七条 国の行政機関等の長等は、公共サービス実施民間事業者による対象公共サー

ビスの適正かつ確実な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該公共サービ

ス実施民間事業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。 
２ 前条第四項の規定は、前項の規定により指示をした場合について準用する。 
 
（地方公共団体官民競争入札対象公共サービス等についての準用） 
第二十八条 前二条の規定は、地方公共団体官民競争入札対象公共サービス及び地方公共

団体民間競争入札対象公共サービスについて準用する。この場合において、第二十六条

第四項中「官民競争入札等監理委員会」とあるのは、「第四十七条第一項に規定する合議

制の機関」と読み替えるものとする。 
 
 

第五章 法令の特例 
 

第一節 通則 
 
（法令の特例の適用） 
第二十九条 公共サービス実施民間事業者が実施する公共サービスについては、法令の特

例を適用する。 
 
（財政法の特例） 
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第三十条 国が対象公共サービスについて債務を負担する場合には、当該債務を負担する

行為により支出すべき年限は、当該会計年度以降十箇年度以内とする。 
 
（国家公務員退職手当法の特例） 
第三十一条 国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）第二条第一項に規

定する職員（以下この項において「職員」という。）のうち、国の行政機関等の長等が第

二十条第一項の契約を締結した日の翌日から当該契約に係る対象公共サービスの第九条

第二項第二号に規定する実施期間又は第十四条第二項第二号に規定する実施期間（以下

この項において「実施期間」という。）の初日以後一年を経過する日までの期間内に、任

命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて当該対象公共サービスを実施

する公共サービス実施民間事業者に使用される者（当該対象公共サービスに係る業務に

従事するものに限る。以下この項において「対象公共サービス従事者」という。）となる

ための退職（同法第四条第一項又は第五条第一項の規定に該当する退職に限る。次項に

おいて「特定退職」という。）をし、かつ、引き続き対象公共サービス従事者として在職

した後引き続いて実施期間の末日の翌日までに再び職員となった者（以下この条におい

て「再任用職員」という。）が退職した場合におけるその者に対する同法第二条の四の規

定による退職手当に係る同法第七条第一項の規定による在職期間の計算については、先

の職員としての在職期間は、後の職員としての在職期間に引き続いたものとみなす。 
２ 再任用職員が退職した場合におけるその者に対する国家公務員退職手当法第二条の四

の規定による退職手当の額の計算の基礎となる同法第五条の二第二項に規定する基礎在

職期間（以下この項において「基礎在職期間」という。）には、同条第二項の規定にかか

わらず、特定退職に係る退職手当（以下この条において「先の退職手当」という。）の額

の計算の基礎となった基礎在職期間を含むものとする。 
３ 再任用職員が退職した場合におけるその者に対する国家公務員退職手当法第二条の四

の規定による退職手当の額は、第一号に規定する法律の規定にかかわらず、政令で定め

るところにより、同号に掲げる額から第二号に掲げる額を控除して得た額とする。ただ

し、その額が第三号に掲げる額より少ないときは、同号に掲げる額とする。 
一 国家公務員退職手当法第二条の四から第六条の四まで及び附則第二十一項から第二

十三項まで、国家公務員等退職手当暫定措置法の一部を改正する法律（昭和三十四年

法律第百六十四号）附則第三項、国家公務員等退職手当法の一部を改正する法律（昭

和四十八年法律第三十号）附則第五項から第八項まで、国家公務員退職手当法等の一

部を改正する法律（平成十五年法律第六十二号）附則第四項並びに国家公務員退職手

当法の一部を改正する法律（平成十七年法律第百十五号）附則第三条から第六条まで

の規定により計算した額 
二 再任用職員が支給を受けた先の退職手当の額と当該先の退職手当の支給を受けた日

の翌日から退職した日の前日までの期間に係る利息に相当する額を合計した額 
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三 前二項の規定を適用しないで第一号に規定する法律の規定により計算した額 
４ 前三項の規定は、再任用職員の退職前に、先の退職手当に関し、国家公務員退職手当

法第十四条第一項の規定による処分（先の退職手当の全部を支給しないこととするもの

に限る。）又は同法第十五条第一項の規定による処分（先の退職手当の全部の返納を命ず

るものに限る。）が行われたときは、適用しない。 
５ 再任用職員が退職し、まだ当該退職に係る退職手当（その額を第三項本文の規定によ

り計算するものに限る。次項及び第七項において同じ。）の額が支払われていない場合に

おいて、先の退職手当に関し国家公務員退職手当法第十三条第一項から第三項までの規

定による処分が行われたときは、当該退職に係る同法第十一条第二号に規定する退職手

当管理機関（次項及び第七項において単に「退職手当管理機関」という。）は、当該処分

を受けている者に対し、これらの規定による場合に準じて、第三項本文の規定により計

算した額から同項第三号に掲げる額を控除して得た額（以下この条において「特例加算

額」という。）の支払を差し止める処分を行うものとする。この場合において、先の退職

手当に関し同法第十三条第一項から第三項までの規定による処分が取り消されたときは、

当該特例加算額の支払を差し止める処分も取り消すものとする。 
６ 再任用職員の退職前に、先の退職手当に関し、国家公務員退職手当法第十四条第一項

の規定による処分（先の退職手当の全部を支給しないこととするものを除く。）若しくは

同法第十五条第一項の規定による処分（先の退職手当の全部の返納を命ずるものを除

く。）が行われたとき、又は再任用職員が退職し、まだ当該退職に係る退職手当の額が支

払われていない場合において、先の退職手当に関し同法第十四条第一項若しくは第二項、

第十五条第一項、第十六条第一項若しくは第十七条第一項から第五項までの規定による

処分が行われたときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該処分を受けている者

に対し、これらの規定による場合に準じて、特例加算額の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うものとする。この場合において、これらの規定による処分が取り消

されたときは、当該特例加算額の全部又は一部を支給しないこととする処分も取り消す

ものとする。 
７ 再任用職員が退職し、当該退職に係る退職手当の額が支払われた後において、先の退

職手当に関し国家公務員退職手当法第十五条第一項、第十六条第一項又は第十七条第一

項から第五項までの規定による処分が行われたときは、当該退職に係る退職手当管理機

関は、当該処分を受けている者に対し、これらの規定による場合に準じて、特例加算額

の全部又は一部に相当する額の返納又は納付を命ずる処分を行うものとする。この場合

において、これらの規定による処分が取り消されたときは、当該特例加算額の全部又は

一部に相当する額の返納又は納付を命ずる処分も取り消すものとする。 
８ 国家公務員退職手当法第十二条第二項及び第三項の規定は第五項及び第六項の規定に

よる処分について、同条第二項の規定は前項の規定による処分について準用する。 
 

24



第二節 特定公共サービス 
 
（職業安定法の特例） 
第三十二条 次に掲げる公共職業安定所の業務（以下この条において「特定業務」という。）

を実施する公共サービス実施民間事業者であって特定業務を実施する施設において職業

紹介事業を行うものは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十条第一項

の許可を受けた者でなければならない。 
一 事業の経営管理に係る業務又は技術的及び専門的な知識を必要とする業務に就く職

業に就職を希望する四十歳以上の者を専ら対象とする施設において行う職業紹介、職

業指導及びこれらに付随する業務 
二 事業の運営に関する事項についての企画、立案、調査及び分析の業務に就く職業に

就職を希望する四十五歳以上六十歳未満の者その他厚生労働省令で定める者を専ら対

象とし、職業の選択及び労働市場の状況に関する理解を深めさせることにより就職活

動を行う意欲を増進することを目的とする施設において行う職業指導及びこれに付随

する業務 
２ 前項の公共サービス実施民間事業者が、特定業務を実施する施設において職業紹介事

業を行う場合において当該職業紹介事業に関し国以外の者から手数料又は報酬を受けな

いときは、当該職業紹介事業については、職業安定法第三十二条の十一の規定は適用し

ない。 
３ 前二項に定めるもののほか、公共サービス実施民間事業者による特定業務の実施に関

し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 
 
（国民年金法等の特例） 
第三十三条 国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）第八十七条第一項に規定する

保険料（以下この条において「保険料」という。）の収納に関する業務のうち次に掲げる

もの（以下この条において「特定業務」という。）を実施する公共サービス実施民間事業

者は、併せて被保険者の委託を受けて保険料の納付に関する業務（以下この条において

「納付受託業務」という。）を実施するものとする。 
一 国民年金法第八十八条の規定により保険料を納付する義務を負う者であって、保険

料を納期限までに納付しないもの（以下この条において「保険料滞納者」という。）に

対し、保険料が納期限までに納付されていない事実の通知及び納付されていない理由

の確認を行う業務 
二 保険料滞納者に対し、面接その他の方法により保険料の納付の勧奨及び請求を行う

業務 
三 第一号の規定により確認した理由その他の前二号の業務の実施状況を、厚生労働省

令で定めるところにより、日本年金機構の理事長に報告する業務 
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２ 前項の公共サービス実施民間事業者は、納付受託業務を適正かつ確実に実施すること

ができると認められる者として厚生労働省令で定める要件に該当するものでなければな

らない。 
３ 前項の公共サービス実施民間事業者については、国民年金法第九十二条の三第一項第

二号の規定による指定を受けた者とみなして、同条第三項から第五項まで並びに同法第

九十二条の四及び第九十二条の五の規定を適用する。この場合において、同法第九十二

条の三第三項中「第一項第二号の規定による指定をしたときは」とあるのは「競争の導

入による公共サービスの改革に関する法律（平成十八年法律第五十一号）第三十三条第

一項に規定する特定業務の実施について同法第二十条第一項の契約を締結したときは」

と、同法第九十二条の四第一項中「前条第一項」とあるのは「競争の導入による公共サ

ービスの改革に関する法律第三十三条第一項」とする。 
４ 第二項の公共サービス実施民間事業者が実施する第一項第二号に規定する保険料の納

付の請求の業務については、弁護士法（昭和二十四年法律第二百五号）第七十二条の規

定は適用しない。 
５ 公共サービス実施民間事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、その実施する

特定業務に関する帳簿書類を作成し、これを保存しなければならない。 
６ 公共サービス実施民間事業者が実施する特定業務に従事する者（以下この条において

「特定業務従事者」という。）は、面接の方法により第一項第二号に掲げる業務を行うに

当たり、日本年金機構の理事長が発行するその身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があったときは、これを提示しなければならない。 
７ 特定業務従事者は、特定業務を実施するに当たり、人を威迫し又はその私生活若しく

は業務の平穏を害するような言動により、その者を困惑させてはならない。 
８ 公共サービス実施民間事業者は、特定業務を実施するに当たり、偽りその他不正の手

段を用いることその他の保険料滞納者の保護に欠け、又は特定業務の適正を害するおそ

れがあるものとして厚生労働省令で定める行為をしてはならない。 
９ 日本年金機構の理事長は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、第二

十条第一項の契約を解除することができる。 
一 公共サービス実施民間事業者が、第五項の規定に違反して、帳簿書類の作成若しく

は保存をせず、又は虚偽の帳簿書類を作成したとき。 
二 特定業務従事者が、第六項の規定に違反して、証明書を携帯せず、又はこれを提示

しなかったとき。 
三 特定業務従事者が、第七項の規定に違反したとき。 
四 公共サービス実施民間事業者が、前項の規定に違反して、同項の厚生労働省令で定

める行為を行ったとき。 
五 公共サービス実施民間事業者が、納付受託業務について、次のいずれかに該当する

とき。 

26



イ 第三項の規定により適用される国民年金法第九十二条の四第二項又は第九十二条

の五第二項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 
ロ 第三項の規定により適用される国民年金法第九十二条の五第一項の規定に違反し

て、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又は帳

簿を保存しなかったとき。 
ハ 第三項の規定により適用される国民年金法第九十二条の五第三項の規定による立

入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問に対

して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。 
１０ 前各項に定めるもののほか、公共サービス実施民間事業者による特定業務及び納付

受託業務の実施に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 
 
（不動産登記法等の特例） 
第三十三条の二 法務大臣は、次に掲げる登記所の業務（以下この条において「特定業務」

という。）を、官民競争入札又は民間競争入札の対象とすることができる。 
一 不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第百十九条第一項の規定に基づく同

項に規定する登記事項証明書の交付及び同条第二項の規定に基づく同項の書面の交付

に係る業務 
二 不動産登記法第百二十条第一項の規定に基づく同項に規定する地図等（以下この号

において単に「地図等」という。）の全部又は一部の写し（地図等が電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条

において同じ。）に記録されているときは、当該記録された情報の内容を証明した書面）

の交付及び同法第百二十条第二項の規定に基づく地図等（地図等が電磁的記録に記録

されているときは、当該記録された情報の内容を法務省令で定める方法により表示し

たもの）の閲覧に係る業務 
三 不動産登記法第百二十一条第一項の規定に基づく同項の図面の全部又は一部の写し

（当該図面が電磁的記録に記録されているときは、当該記録された情報の内容を証明

した書面）の交付及び同条第二項の規定に基づく同条第一項の図面（電磁的記録にあ

っては、記録された情報の内容を法務省令で定める方法により表示したもの）の閲覧

に係る業務 
四 不動産登記法第百二十一条第二項の規定に基づく同項の登記簿の附属書類（前号の

図面を除く。）の閲覧に係る業務（同項ただし書の利害関係の有無の審査に係るものを

除く。） 
五 不動産登記法第百四十九条第一項の規定に基づく同項に規定する筆界特定書等（以

下この号において単に「筆界特定書等」という。）の写し（筆界特定書等が電磁的記録

をもって作成されているときは、当該記録された情報の内容を証明した書面）の交付

27



及び同条第二項の規定に基づく筆界特定書等（電磁的記録にあっては、記録された情

報の内容を法務省令で定める方法により表示したもの。次号において同じ。）の閲覧に

係る業務 
六 不動産登記法第百四十九条第二項の規定に基づく同法第百四十五条に規定する筆界

特定手続記録（電磁的記録にあっては、記録された情報の内容を法務省令で定める方

法により表示したもの）の閲覧（前号の筆界特定書等の閲覧を除く。）に係る業務（同

項ただし書の利害関係の有無の審査に係るものを除く。） 
七 商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第十条第一項（他の法令において準

用する場合を含む。）の規定に基づく同項に規定する登記事項証明書の交付及び同法第

十一条（他の法令において準用する場合を含む。）の規定に基づく同条の書面の交付に

係る業務 
八 商業登記法第十一条の二（他の法令において準用する場合を含む。）の規定に基づく

同条の登記簿の附属書類の閲覧に係る業務（同条の利害関係の有無の審査に係るもの

を除く。） 
九 商業登記法第十二条第一項（他の法令において準用する場合を含む。）の規定に基づ

く同項の印鑑の証明書の交付に係る業務 
十 非訟事件手続法（明治三十一年法律第十四号）第百二十二条第一項において準用す

る不動産登記法第百十九条第一項の規定に基づく同項に規定する登記事項証明書の交

付及び非訟事件手続法第百二十二条第一項において準用する不動産登記法第百十九条

第二項の規定に基づく同項の書面の交付並びに非訟事件手続法第百二十二条第一項に

おいて準用する不動産登記法第百二十一条第二項の規定に基づく同項の登記簿の附属

書類の閲覧に係る業務（閲覧については、同項ただし書の利害関係の有無の審査に係

るものを除く。） 
十一 抵当証券法（昭和六年法律第十五号）第四十一条において読み替えて準用する不

動産登記法第百十九条第一項の規定に基づく同項の抵当証券の控えの謄本又は抄本の

交付並びに抵当証券法第四十一条において読み替えて準用する不動産登記法第百二十

一条第二項の規定に基づく同項の抵当証券の控え及びその附属書類の閲覧に係る業務

（閲覧については、同項ただし書の利害関係の有無の審査に係るものを除く。） 
十二 動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成十年法

律第百四号）第十三条第一項の規定に基づく同項に規定する概要記録事項証明書の交

付に係る業務 
十三 前各号に掲げるもののほか、登記所において公開される帳簿、書類若しくは電磁

的記録の閲覧又はこれらに記載され、若しくは記録された事項を記載した書面の交付

に係る業務であって法務省令で定めるもの 
２ 特定業務を実施する公共サービス実施民間事業者は、次に掲げる要件のいずれにも該

当する者でなければならない。 
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一 その人的構成に照らして、特定業務を適正かつ確実に実施することができる知識及

び能力を有していること。 
二 個人情報の適正な取扱いを確保するための措置その他特定業務を適正かつ確実に実

施するために必要な措置として法務省令で定める措置が講じられていること。 
三 その他法務省令で定める要件に適合するものであること。 

３ 公共サービス実施民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若し

くはその職員その他の特定業務に従事する者（以下この条において「特定業務従事者」

という。）又は特定業務従事者であった者は、第二十五条第一項に規定する秘密を漏らし、

又は盗用することとならない場合であっても、特定業務の実施に関して知り得た情報を、

特定業務の用に供する目的以外に利用してはならない。 
４ 特定業務従事者は、登記官が管理する帳簿、書類及び電磁的記録その他の国が管理す

る設備及び物品であって、特定業務の用に供するものについて、使用、保管その他の取

扱いをするときは、これを適正に行わなければならない。 
５ 公共サービス実施民間事業者は、特定業務の実施状況を、法務省令で定めるところに

より、定期的に、法務大臣に報告しなければならない。 
６ 法務大臣は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、期間を定めて、公

共サービス実施民間事業者の実施する特定業務の全部又は一部の停止を命ずることがで

きる。 
一 公共サービス実施民間事業者が、第二項各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 
二 特定業務従事者が、第三項又は第四項の規定に違反したとき。 
三 公共サービス実施民間事業者が、前項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

したとき。 
四 公共サービス実施民間事業者が、第二十六条第一項の規定による報告をせず、若し

くは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若

しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 
五 公共サービス実施民間事業者が、第二十七条第一項の規定による指示に違反したと

き。 
７ 法務大臣は、前項の規定により特定業務の全部又は一部の停止を命じたときは、その

旨、その理由、当該公共サービス実施民間事業者の氏名又は名称並びに当該停止を命じ

た特定業務の内容及びその期間を、官民競争入札等監理委員会に通知するとともに、遅

滞なく、公表しなければならない。 
８ 法務大臣は、第六項第二号又は第三号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、第

二十条第一項の契約を解除することができる。 
９ 前各項に定めるもののほか、公共サービス実施民間事業者による特定業務の実施に関

し必要な事項は、法務省令で定める。 
 

29



（刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等の特例） 
第三十三条の三 法務大臣は、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成十

七年法律第五十号。以下この項において「刑事収容施設法」という。）第三条に規定する

刑事施設並びに刑事収容施設法第二百八十七条第一項の規定によりこれに附置された労

役場及び監置場（以下この項において「刑事施設等」という。）の運営に関する業務のう

ち次に掲げるものであって、当該刑事施設等の被収容者等（刑事収容施設法第二条第一

号、第百七十四条第二項、第二百八十八条及び第二百八十九条第一項に規定する被収容

者、刑事施設にとどまる者、労役場留置者及び監置場留置者をいう。以下この項におい

て同じ。）の犯罪的傾向その他の事情を勘案し、当該業務を民間事業者に実施させること

としても当該刑事施設等における被収容者等の収容及び処遇に関する事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがないと認められるもの（以下この条において「特定業務」とい

う。）を、官民競争入札又は民間競争入札の対象とすることができる。 
一 刑事収容施設法第三十四条第一項（刑事収容施設法第百七十四条第二項、第二百八

十八条及び第二百八十九条第一項（以下この項において「滞留者等関係規定」と総称

する。）において準用する場合を含む。）の規定による検査（写真の撮影及び指紋の採

取並びにこれらに準ずるものとして政令で定める検査に限る。）の実施に係る業務 
二 刑事収容施設法第四十四条（滞留者等関係規定において準用する場合を含む。以下

この号において同じ。）の規定による検査（刑事収容施設法第三十三条第一項第五号に

規定する書籍等（以下この号において単に「書籍等」という。）の内容に係るものを除

く。）の実施及び刑事収容施設法第七十条第一項（滞留者等関係規定において準用する

場合を含む。）の規定により書籍等の閲覧を禁止すべき事由の有無を確認するための刑

事収容施設法第四十四条の規定による書籍等の内容に係る検査の補助に係る業務 
三 刑事収容施設法第四十七条第一項、第四十八条第五項及び第五十二条（これらの規

定を滞留者等関係規定において準用する場合を含む。）並びに第百三十二条第三項及び

第四項並びに第百三十三条（これらの規定を刑事収容施設法第百三十六条（刑事収容

施設法第百四十五条の規定によりその例によることとされる場合を含む。）、第百三十

八条（刑事収容施設法第二百八十九条第四項（同条第五項において準用する場合を含

む。）において準用する場合を含む。第十二号において同じ。）、第百四十一条、第百四

十二条、第百四十四条（刑事収容施設法第百七十四条第二項において準用する場合を

含む。同号において同じ。）、第二百八十八条及び第二百八十九条第三項（同条第五項

において準用する場合を含む。同号において同じ。）（以下この項において「未決拘禁

者等関係規定」と総称する。）において準用する場合を含む。）の規定による物品その

他の物の引渡しの実施に係る業務 
四 刑事収容施設法第四十七条第二項及び第四十八条第四項（これらの規定を滞留者等

関係規定において準用する場合を含む。）の規定により領置することとされた物品の保

管に係る業務 
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五 刑事収容施設法第六十一条第一項及び第六十六条第五項（これらの規定を滞留者等

関係規定において準用する場合を含む。）の規定による健康診断（感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第五十三条の二第

一項の規定によるものを含む。）の実施に係る業務 
六 刑事収容施設法第七十三条第一項（滞留者等関係規定において準用する場合を含

む。）の目的を達成するための被収容者等の行動の監視及び刑事施設等の警備（いずれ

も被収容者等の行動の制止その他の被収容者等に対する有形力の行使を伴うものを除

く。）に係る業務 
七 刑事収容施設法第七十五条第一項及び第百五十四条第二項（これらの規定を滞留者

等関係規定において準用する場合を含む。）の規定による検査（身体に係るものを除

く。）の実施並びにこれらの規定により取り上げられた所持品の一時保管に係る業務 
八 刑事収容施設法第八十四条第一項（刑事収容施設法第二百八十八条において準用す

る場合を含む。）に規定する作業に関する技術上の指導監督の実施に係る業務（第十一

号に掲げる業務を除く。） 
九 刑事収容施設法第八十四条第三項に規定する調査の実施に係る業務 
十 刑事収容施設法第八十五条第一項、第百三条第一項及び第百四条の規定による指導

（講習、面接その他これらに類する方法によるものに限る。）の実施に係る業務 
十一 刑事収容施設法第九十四条第二項に規定する訓練の実施に係る業務 
十二 刑事収容施設法第百二十七条第一項（刑事収容施設法第百四十四条、第二百八十

八条及び第二百八十九条第三項において準用する場合を含む。）、第百三十三条（未決

拘禁者等関係規定において準用する場合を含む。）、第百三十五条第一項（刑事収容施

設法第百三十八条及び第百四十二条において準用する場合並びに刑事収容施設法第百

四十五条の規定によりその例によることとされる場合を含む。）及び第百四十条第一項

の規定による検査の補助（当該検査の補助として信書の内容を確認する者がその信書

を発受する個人を識別することができないようにすることその他の個人情報の適正な

取扱いを確保するための方法として法務大臣が定める方法によるものに限る。）に係る

業務 
十三 刑事収容施設法第百三十二条第一項及び第二項並びに第百三十三条（これらの規

定を未決拘禁者等関係規定において準用する場合を含む。）の規定による保管及び複製

の作成に係る業務 
２ 特定業務を実施する公共サービス実施民間事業者は、次に掲げる要件のいずれにも該

当する者でなければならない。 
一 その人的構成に照らして、特定業務を適正かつ確実に実施することができる知識及

び能力を有していること。 
二 個人情報の適正な取扱いを確保するための措置その他特定業務を適正かつ確実に実

施するために必要な措置として法務省令で定める措置が講じられていること。 
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三 その他法務省令で定める要件に適合するものであること。 
３ 公共サービス実施民間事業者は、第十条第一号から第四号までのいずれかに該当する

者を特定業務に従事させてはならない。 
４ 法務大臣は、公共サービス実施民間事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

期間を定めて、その実施する特定業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 
一 第二項各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 
二 前項の規定に違反したとき。 
三 第二十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若

しくは虚偽の答弁をしたとき。 
四 第二十七条第一項の規定による指示に違反したとき。 

５ 法務大臣は、前項の規定により特定業務の全部又は一部の停止を命じたときは、その

旨、その理由、当該公共サービス実施民間事業者の氏名又は名称並びに当該停止を命じ

た特定業務の内容及びその期間を、官民競争入札等監理委員会に通知するとともに、遅

滞なく、公表しなければならない。 
６ 法務大臣は、公共サービス実施民間事業者が第四項第二号に該当するときは、第二十

条第一項の契約を解除することができる。 
７ 前各項に定めるもののほか、公共サービス実施民間事業者による特定業務の実施に関

し必要な事項は、法務省令で定める。 
 
（戸籍法等の特例） 
第三十四条 地方公共団体は、次に掲げる当該地方公共団体の業務を、官民競争入札又は

民間競争入札の対象とすることができる。 
一 戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）第十条第一項の規定に基づく同項の戸

籍の謄本若しくは抄本若しくは戸籍に記載した事項に関する証明書若しくは同法第百

二十条第一項の磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若

しくは一部を証明した書面（以下この号において「戸籍謄本等」という。）の交付（当

該戸籍に記載され、又は記録されている者に対するものに限る。）又は同法第十二条の

二において準用する同法第十条第一項の規定に基づく同法第十二条の二の除かれた戸

籍の謄本若しくは抄本若しくは除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書若しくは

同法第百二十条第一項の磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されて

いる事項の全部若しくは一部を証明した書面（以下この号において「除籍謄本等」と

いう。）の交付（当該除かれた戸籍に記載され、又は記録されている者に対するものに

限る。）の請求の受付及び当該請求に係る戸籍謄本等又は除籍謄本等の引渡し 
二 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第二十条の十の規定に基づく同条の

証明書（以下この号において「納税証明書」という。）の交付の請求の受付及び当該請
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求に係る納税証明書の引渡し 
三 外国人登録法（昭和二十七年法律第百二十五号）第四条の三第二項の規定に基づく

同項の登録原票の写し又は登録原票記載事項証明書（以下この号において「登録原票

の写し等」という。）の交付の請求の受付及び当該請求に係る登録原票の写し等の引渡

し 
四 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第十二条第一項の規定に基づく同

項の住民票の写し又は住民票記載事項証明書（以下この号において「住民票の写し等」

という。）の交付の請求の受付及び当該請求に係る住民票の写し等の引渡し 
五 住民基本台帳法第二十条第一項の規定に基づく同項の戸籍の附票の写し（以下この

号において「戸籍の附票の写し」という。）の交付（当該戸籍の附票に記載されている

者に対するものに限る。）の請求の受付及び当該請求に係る戸籍の附票の写しの引渡し 
六 市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法第二百五十二条の十九第一項

の指定都市にあっては、市長又は区長とする。）が作成する印鑑に関する証明書（以下

この号において「印鑑登録証明書」という。）の交付（当該印鑑登録証明書に記載され

ている者に対するものに限る。）の請求の受付及び当該請求に係る印鑑登録証明書の引

渡し 
２ 前項各号に掲げる業務（以下この条において「特定業務」という。）を実施する公共サ

ービス実施民間事業者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者でなければならない。 
一 その人的構成に照らして、特定業務を適正かつ確実に実施することができる知識及

び能力を有していること。 
二 特定業務を適正かつ確実に実施するために必要な施設及び設備として総務省令・法

務省令で定める施設及び設備を備えていること。 
三 個人情報の適正な取扱いを確保するための措置その他特定業務を適正かつ確実に実

施するために必要な措置として総務省令・法務省令で定める措置が講じられているこ

と。 
四 その他総務省令・法務省令で定める要件に適合するものであること。 

３ 地方公共団体は、第二十三条において準用する第二十条第一項の契約（以下この条に

おいて単に「契約」という。）を締結しようとするときは、あらかじめ、当該地方公共団

体の議会の議決を経なければならない。 
４ 地方公共団体は、第二十三条において準用する第二十条第二項の規定にかかわらず、

契約を締結したときは、その旨、当該契約の相手方となる公共サービス実施民間事業者

の氏名又は名称、当該公共サービス実施民間事業者が実施する特定業務の内容及びその

期間を、遅滞なく、告示しなければならない。 
５ 地方公共団体が、第二十三条において準用する第二十一条第一項の規定により契約を

変更する場合又は協議により契約を解除する場合には、前二項の規定を準用する。 
６ 地方公共団体の長は、公共サービス実施民間事業者が次の各号のいずれかに該当する
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ときは、期間を定めて、その実施する特定業務の全部又は一部の停止を命ずることがで

きる。 
一 第二項各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 
二 第二十八条において準用する第二十七条第一項の規定による指示に違反したとき。 

７ 地方公共団体の長は、第二十三条において準用する第二十二条第一項の規定により契

約を解除したときは、同条第四項の規定にかかわらず、その旨、その理由及び当該公共

サービス実施民間事業者の氏名又は名称を、遅滞なく、告示し、前項の規定により特定

業務の全部又は一部の停止を命じたときは、その旨、その理由、当該公共サービス実施

民間事業者の氏名又は名称並びに当該停止を命じた特定業務の内容及びその期間を、第

四十七条第一項に規定する合議制の機関に通知するとともに、遅滞なく、告示しなけれ

ばならない。 
８ 公共サービス実施民間事業者は、特定業務取扱事業所（公共サービス実施民間事業者

が特定業務を取り扱う事業所をいう。）に勤務する者が特定業務に関して知り得た情報を

当該特定業務の取扱い以外の目的のために利用することを防止するために、必要な措置

を講じなければならない。 
９ 前各項に定めるもののほか、公共サービス実施民間事業者による特定業務の実施に関

し必要な事項のうち、第一項第二号、第四号又は第六号に掲げる業務に係るものについ

ては総務省令で、同項第一号又は第三号に掲げる業務に係るものについては法務省令で、

同項第五号に掲げる業務に係るものについては総務省令・法務省令で定める。 
 
 

第六章 国の行政機関等又は地方公共団体が自ら実施することとなった場合におけ

る公共サービスの実施等 
 
 
（官民競争入札対象公共サービスの実施） 
第三十五条 国の行政機関等は、第十三条第二項の場合においては、官民競争入札実施要

項及び当該国の行政機関等の長等が作成した第十一条第二項の書類の内容に従って、官

民競争入札対象公共サービスを実施するものとする。 
 
（地方公共団体官民競争入札対象公共サービスの実施） 
第三十六条 地方公共団体は、第十七条において準用する第十三条第二項の場合において

は、官民競争入札実施要項及び当該地方公共団体の長が作成した第十七条において準用

する第十一条第二項の書類の内容に従って、地方公共団体官民競争入札対象公共サービ

スを実施するものとする。 
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第七章 官民競争入札等監理委員会等 

 
第一節 官民競争入札等監理委員会 

 
（設置） 
第三十七条 国の行政機関等の公共サービスに係る官民競争入札の実施その他の競争の導

入による公共サービスの改革の実施の過程について、その透明性、中立性及び公正性を

確保するため、内閣府に、官民競争入札等監理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 
（所掌事務） 
第三十八条 委員会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理する。 
２ 委員会は、前項の規定によりその権限に属させられた事項に関し、内閣総理大臣又は

内閣総理大臣を通じて関係する国の行政機関等の長等に対し、必要な勧告をすることが

できる。 
３ 委員会は、前項の規定による勧告をしたときは、遅滞なく、その勧告の内容を公表し

なければならない。 
４ 内閣総理大臣又は関係する国の行政機関等の長等は、第二項の規定による勧告に基づ

き講じた措置について委員会に通知しなければならない。この場合において、関係する

国の行政機関等の長等が行う通知は、内閣総理大臣を通じて行うものとする。 
 
（組織） 
第三十九条 委員会は、委員十三人以内をもって組織する。 
２ 委員は、非常勤とする。 
 
（委員） 
第四十条 委員は、公共サービスに関して優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大

臣が任命する。 
 
（委員の任期） 
第四十一条 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職

務を行うものとする。 
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（委員長） 
第四十二条 委員会に、委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
３ 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 
 
（専門委員） 
第四十三条 委員会に、専門の事項を調査審議させるため、専門委員を置くことができる。 
２ 専門委員は、学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任命する。 
３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものと

する。 
４ 専門委員は、非常勤とする。 
 
（事務局） 
第四十四条 委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 
２ 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 
３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。 
 
（報告の徴収等） 
第四十五条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要な限度において、官民競争入札

若しくは民間競争入札を実施する国の行政機関等又は公共サービス実施民間事業者に対

して、報告又は資料の提出を求めることができる。 
 
（政令への委任） 
第四十六条 この法律に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、政令で定める。 
 

第二節 地方公共団体の審議会その他の合議制の機関 
 
第四十七条 地方公共団体は、地方公共団体の長が官民競争入札又は民間競争入札を実施

する場合には、当該地方公共団体の特定公共サービスに係る官民競争入札の実施その他

の競争の導入による公共サービスの改革の実施の過程について、その透明性、中立性及

び公正性を確保するため、当該地方公共団体の条例で定めるところにより、公共サービ

スに関して優れた識見を有する者により構成される審議会その他の合議制の機関（次項

において「合議制の機関」という。）を置くものとする。 
２ 合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、当該地方公共団体の条例で定める。 
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第八章 雑則 
 
 
（競争の導入による公共サービスの改革を円滑に推進するための措置） 
第四十八条 国は、第二十四条の規定により公共サービス実施民間事業者が実施すること

となる官民競争入札対象公共サービスの実施に従事していた職員を、定員の範囲内にお

いて、他の官職（他の国の行政機関に属する官職を含む。）に任用することの促進その他

の競争の導入による公共サービスの改革を円滑に推進するための措置を講ずるよう努め

るものとする。 
 
（事務の委任） 
第四十九条 国の行政機関の長は、政令で定めるところにより、当該国の行政機関所属の

職員又は他の国の行政機関所属の職員に、官民競争入札又は民間競争入札に関する事務

を委任することができる。 
 
（解釈規定） 
第五十条 この法律のいかなる規定も、国の行政機関の長が実施する官民競争入札及び民

間競争入札に対する会計法第四章の規定の適用を妨げるものと解釈してはならない。 
 
第五十一条 この法律のいかなる規定も、地方公共団体の長が実施する官民競争入札及び

民間競争入札に対する地方自治法第二編第九章第六節の規定の適用を妨げるものと解釈

してはならない。 
 
（主務省令） 
第五十二条 この法律における主務省令は、当該事項について規定する法律及び法律に基

づく命令（公正取引委員会規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安審

査委員会規則、中央労働委員会規則及び運輸安全委員会規則を除く。）を所管する内閣府

又は各省の内閣府令又は省令とする。ただし、公正取引委員会、国家公安委員会、公害

等調整委員会、公安審査委員会、中央労働委員会又は運輸安全委員会の所管に係る事項

については、それぞれ公正取引委員会規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規

則、公安審査委員会規則、中央労働委員会規則又は運輸安全委員会規則とする。 
 
（政令への委任） 
第五十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施に関し必要な事項は、政令で

定める。 
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第九章 罰則 

 
 
第五十四条 第二十五条第一項の規定に違反して、第二十四条の公共サービスの実施に関

して知り得た秘密を漏らし、又は盗用した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰

金に処する。 
 
第五十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 
一 第二十六条第一項（第二十八条において準用する場合を含む。）の規定による報告を

せず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 
二 正当な理由なく、第二十七条第一項（第二十八条において準用する場合を含む。）の

規定による指示に違反した者 
 
第五十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法

人又は人に対して同条の刑を科する。 
 
 

附 則 抄 
 
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 
（検討） 
２ 政府は、この法律の施行後五年以内に、この法律の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
 
 

附 則 （平成一九年五月一一日法律第三五号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定
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める日から施行する。 
 
 

附 則 （平成一九年五月二五日法律第五八号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 
 
（罰則に関する経過措置） 
第八条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 
 
（政令への委任） 
第九条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。 
 
（調整規定） 
第十条 この法律及び株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四号）、株式会

社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）又は地方公営企業等金融機構法（平

成十九年法律第六十四号）に同一の法律の規定についての改正規定がある場合において、

当該改正規定が同一の日に施行されるときは、当該法律の規定は、株式会社商工組合中

央金庫法、株式会社日本政策投資銀行法又は地方公営企業等金融機構法によってまず改

正され、次いでこの法律によって改正されるものとする。 
 
 

附 則 （平成一九年六月一日法律第六九号） 
 
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 
（経過措置） 
２ この法律の規定による改正後の競争の導入による公共サービスの改革に関する法律

（次項において「新法」という。）第三十三条の二第一項に規定する特定業務には、次に

掲げる登記所の業務を含むものとする。 
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一 不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）附則第三条第四項の規定によりなお

その効力を有することとされる同法による改正前の不動産登記法（明治三十二年法律

第二十四号。以下「旧不動産登記法」という。）第二十一条第一項（不動産登記法附則

第三条第四項の規定によりなおその効力を有することとされる旧不動産登記法第二十

四条ノ二第三項において準用する場合を含む。）の規定に基づく旧不動産登記法第二十

一条第一項の登記簿の謄本又は抄本の交付及び登記簿の閲覧に係る業務 
二 不動産登記法附則第四条第一項の規定によりなおその効力を有することとされる旧

不動産登記法第二十四条ノ二第三項において準用する旧不動産登記法第二十一条第一

項の規定に基づく同項の登記簿の謄本又は抄本の交付及び登記簿の閲覧に係る業務 
三 不動産登記法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十六年法律第百二

十四号。以下「不動産登記法整備法」という。）第五十三条第五項の規定によりなおそ

の効力を有することとされる不動産登記法整備法第五十二条の規定による改正前の商

業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第十条第一項（他の法令において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく同項の登記簿の閲覧及び同法第十一条第一項（他の法

令において準用する場合を含む。）の規定に基づく同項前段の登記簿の謄本若しくは抄

本又は同項後段の規定による証明書の交付に係る業務 
四 不動産登記法整備法第八十九条第一項において準用する不動産登記法附則第三条第

四項の規定によりなおその効力を有することとされる旧不動産登記法第二十一条第一

項の規定に基づく同項の登記簿の謄本又は抄本の交付及び登記簿の閲覧に係る業務 
五 債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律の一部を改正する法律（平

成十六年法律第百四十八号）附則第二条第三項において読み替えて適用する同法によ

る改正後の動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成

十年法律第百四号）第十三条第一項の規定に基づく同項の登記事項概要簿の謄本の交

付に係る業務 
３ この法律の施行の日が一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成十八年法律第五十号）の施行の日前である場合には、同法の施行の日の前日まで

の間における新法第三十三条の二第一項第十号の規定の適用については、同号中「第百

二十二条第一項」とあるのは、「第百二十五条第一項」とする。 
 
 

附 則 （平成一九年七月六日法律第一〇九号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十二年四月一日までの間において政令で定める日から施行す
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る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 附則第三条から第六条まで、第八条、第九条、第十二条第三項及び第四項、第二十

九条並びに第三十六条の規定、附則第六十三条中健康保険法等の一部を改正する法律

（平成十八年法律第八十三号）附則第十八条第一項の改正規定、附則第六十四条中特

別会計に関する法律（平成十九年法律第二十三号）附則第二十三条第一項、第六十七

条第一項及び第百九十一条の改正規定並びに附則第六十六条及び第七十五条の規定 

公布の日 
 
（処分、申請等に関する経過措置） 
第七十三条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下同じ。）

の施行前に法令の規定により社会保険庁長官、地方社会保険事務局長又は社会保険事務

所長（以下「社会保険庁長官等」という。）がした裁定、承認、指定、認可その他の処分

又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律の施行後は、

この法律の施行後の法令の相当規定に基づいて、厚生労働大臣、地方厚生局長若しくは

地方厚生支局長又は機構（以下「厚生労働大臣等」という。）がした裁定、承認、指定、

認可その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 
２ この法律の施行の際現に法令の規定により社会保険庁長官等に対してされている申請、

届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律の施行後は、この

法律の施行後の法令の相当規定に基づいて、厚生労働大臣等に対してされた申請、届出

その他の行為とみなす。 
３ この法律の施行前に法令の規定により社会保険庁長官等に対し報告、届出、提出その

他の手続をしなければならないとされている事項で、施行日前にその手続がされていな

いものについては、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律の施行後は、これを、

この法律の施行後の法令の相当規定により厚生労働大臣等に対して、報告、届出、提出

その他の手続をしなければならないとされた事項についてその手続がされていないもの

とみなして、この法律の施行後の法令の規定を適用する。 
４ なお従前の例によることとする法令の規定により、社会保険庁長官等がすべき裁定、

承認、指定、認可その他の処分若しくは通知その他の行為又は社会保険庁長官等に対し

てすべき申請、届出その他の行為については、法令に別段の定めがあるもののほか、こ

の法律の施行後は、この法律の施行後の法令の規定に基づく権限又は権限に係る事務の

区分に応じ、それぞれ、厚生労働大臣等がすべきものとし、又は厚生労働大臣等に対し

てすべきものとする。 
 
（罰則に関する経過措置） 
第七十四条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例による

こととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、
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なお従前の例による。 
 
（政令への委任） 
第七十五条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政

令で定める。 
 
 

附 則 （平成二〇年五月二日法律第二六号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 
 
 

附 則 （平成二〇年一二月二六日法律第九五号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 
 
（競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 
第十六条 前条の規定による改正後の競争の導入による公共サービスの改革に関する法律

第三十一条の規定は、この法律の施行の日以後に特定退職（同条第一項に規定する特定

退職をいう。以下この条において同じ。）をした再任用職員（同項に規定する再任用職員

をいう。以下この条において同じ。）が退職した場合について適用し、同日前に特定退職

をした再任用職員が退職した場合については、なお従前の例による。 
 
 

附 則 （平成二一年五月一日法律第三三号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。 
 
（政令への委任） 
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第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 
 
 
   附 則 （平成二一年七月一五日法律第七九号） 抄 
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 
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競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令 
（平成十八年七月五日政令第二百二十八号） 
 
 
内閣は、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成十八年法律第五十一

号）第七条第三項から第五項まで、第十条第九号及び第十二号（これらの規定を同法第十

五条、第十七条及び第十九条において準用する場合を含む。）、第十三条第一項（同法第十

五条、第十七条及び第十九条において準用する場合を含む。）及び第三項（同法第十五条に

おいて準用する場合を含む。）、第二十条第二項、第二十一条第三項、第三十一条第三項並

びに第四十九条の規定に基づき、この政令を制定する。 
 
 
（公共サービス改革基本方針の案の作成に係る意見の聴取） 
第一条 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（以下「法」という。）第七条

第三項の規定による民間事業者からの意見の聴取は、当該意見の聴取のための相当な期

間を定めて書面（当該書面に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものとして内閣総理大臣が定めるものをい

う。）を含む。次条において同じ。）の提出を受けることにより行うものとする。 
２ 法第七条第五項の規定による地方公共団体からの意見の聴取については、前項の規定

を準用する。 
 
（公共サービス改革基本方針の案の作成に係る情報の公表） 
第二条 法第七条第四項の規定による情報の公表は、国の行政機関等が実施している公共

サービスに関し、民間事業者から書面により情報の公表の求めがあった業務について、

遅滞なく、その具体的な実施体制及び実施方法その他の同条第三項の規定による意見の

聴取を適切に実施するために必要と認められる情報を明らかにすることにより行うもの

とする。 
 
（親会社等） 
第三条 法第十条第九号（法第十五条、第十七条及び第十九条において準用する場合を含

む。）に規定する政令で定める者は、官民競争入札又は民間競争入札に参加しようとする

者に対して次のいずれかの関係（次項において「特定支配関係」という。）を有する者と

する。 
一 その総株主（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を

行使することができない株主を除く。次条第二号において同じ。）又は総出資者の議決

参考資料５ 
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権の過半数を有していること。 
二 その役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員又はこれらに準ずる者をい

う。以下同じ。）に占める自己の役員又は職員（過去二年間に役員又は職員であった者

を含む。次号において同じ。）の割合が二分の一を超えていること。 
三 その代表権を有する役員の地位を自己又はその役員若しくは職員が占めていること。 

２ ある者に対して特定支配関係を有する者に対して特定支配関係を有する者は、その者

に対して特定支配関係を有する者とみなして、この条の規定を適用する。 
 
（委員との直接の利害関係） 
第四条 法第十条第十二号（法第十五条、第十七条及び第十九条において準用する場合を

含む。）に規定する政令で定める直接の利害関係は、委員と次に掲げる者との関係とする。 
一 委員が代表権を有する役員である法人 
二 委員が総株主又は総出資者の議決権の過半数を有する法人 

 
（最も有利な申込みをした者を落札者とすることが不適当な場合） 
第五条 法第十三条第一項（法第十五条、第十七条及び第十九条において準用する場合を

含む。）に規定する政令で定める場合は、独立行政法人の長、国立大学法人の学長、大学

共同利用機関法人の機構長、特殊法人の代表者又は地方公共団体の長が落札者を決定す

る場合において、落札者となるべき者の入札金額によっては、その者により法第二十条

第一項（法第二十三条において準用する場合を含む。）の契約の内容に適合した履行がさ

れないおそれがあると認められるとき、又はその者と同項の契約を締結することが公正

な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときと

する。 
 
（落札者等を決定したときに公表すべき事項） 
第六条 法第十三条第三項（法第十五条において準用する場合を含む。）に規定する申込み

の内容に関する事項のうち政令で定めるものは、落札者が行った申込みの内容に関する

事項のうち法第十一条第一項第一号（法第十五条において準用する場合を含む。）に掲げ

る事項の概要とする。 
２ 法第十三条第三項に規定する法第十一条第二項の書類の内容に関する事項のうち政令

で定めるものは、同条第一項第一号に掲げる事項の概要及び同条第二項に規定する金額

とする。 
 
（契約を締結したときに公表すべき事項） 
第七条 法第二十条第二項に規定する契約の内容に関する事項のうち政令で定めるものは、

次に掲げる事項とする。 
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一 契約に係る法第九条第二項第一号、第二号、第十一号及び第十二号に掲げる事項又

は法第十四条第二項第一号、第二号、第九号及び第十号に掲げる事項 
二 契約に係る前条第一項に規定する概要 
三 契約の相手方の住所（法人にあっては、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
四 契約金額 

 
（契約を変更したときに公表すべき事項） 
第八条 法第二十一条第三項に規定する契約の変更の内容に関する事項のうち政令で定め

るものは、前条各号に掲げる事項のうち変更した事項及びその理由とする。 
 
（法第三十一条第三項第二号の利息に相当する額） 
第九条 法第三十一条第三項の規定により同項第一号に掲げる額から控除する同項第二号

に掲げる額のうち同号の利息に相当する額は、同号に規定する先の退職手当の支給を受

けた日の翌日から退職した日の前日までの期間につき次の表の上欄に掲げる期間の区分

に応じそれぞれ同表の下欄に掲げる利率で複利計算の方法により計算して得た額とする。 
 

平成十九年三月三十一日以前 年二．三パーセント 
平成十九年四月一日から平成二十年三月三十一日まで 年二．六パーセント 
平成二十年四月一日から平成二十一年三月三十一日まで 年三．〇パーセント 
平成二十一年四月一日以降 年三．二パーセント 

 
（写真の撮影及び指紋の採取に準ずる検査） 
第十条 法第三十三条の三第一項第一号に規定する政令で定める検査は、個人の識別のた

めに用いられる電子計算機の用に供するための手の静脈の画像情報の電磁的方法（電子

的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法をいう。）に

よる採取とする。 
 
（事務の委任） 
第十一条 国の行政機関の長は、法第四十九条の規定により他の国の行政機関所属の職員

に官民競争入札又は民間競争入札に関する事務を委任する場合においては、当該職員及

びその官職並びに委任しようとする事務の範囲について、あらかじめ、当該他の国の行

政機関の長の同意を得なければならない。 
２ 国の行政機関の長は、法第四十九条の場合において、当該国の行政機関又は他の国の

行政機関に置かれた官職を指定することにより、その官職にある者に当該事務を委任す

ることができる。 
３ 前項の場合においては、第一項の同意は、その指定しようとする官職及び委任しよう

とする事務の範囲についてあれば足りる。 
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４ 国の行政機関の長は、法第四十九条の規定により当該国の行政機関所属の職員又は他

の国の行政機関所属の職員に官民競争入札又は民間競争入札に関する事務を委任したと

きは、その旨を内閣総理大臣に通知しなければならない。 
 
 

附 則 抄 
 
 
（施行期日） 
１ この政令は、法の施行の日（平成十八年七月七日）から施行する。 
 
 

附 則 （平成二一年五月一日政令第一三六号） 抄 
 
 
（施行期日） 
１ この政令は、公布の日から施行する。 
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官民競争入札等監理委員会令 
（平成十八年七月五日政令第二百二十九号） 
 
 
内閣は、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成十八年法律第五十一

号）第四十六条の規定に基づき、この政令を制定する。 
 
 
（部会） 
第一条 官民競争入札等監理委員会（以下「委員会」という。）は、その定めるところによ

り、部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。 
３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから委員長が指名する。 
４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指

名する者が、その職務を代理する。 
 
（議事） 
第二条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができな

い。 
２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 
３ 前二項の規定は、部会の議事について準用する。 
４ 委員は、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（以下「法」という。）の

規定により委員会の権限に属させられた事項のうち、自己、配偶者、四親等以内の血族

若しくは三親等以内の姻族又はこれらの者が特定支配関係（競争の導入による公共サー

ビスの改革に関する法律施行令（平成十八年政令第二百二十八号）第三条の特定支配関

係をいう。次項において同じ。）を有する者の利害に関係する事項についての審議及び議

決に関与することができない。 
５ 専門委員は、法の規定により委員会の権限に属させられた事項のうち、自己、配偶者、

四親等以内の血族若しくは三親等以内の姻族又はこれらの者が特定支配関係を有する者

の利害に関係する事項についての審議に関与することができない。 
 
（資料の提出等の要求） 
第三条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機

関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 
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（事務局長） 
第四条 委員会の事務局長は、関係のある他の職を占める者をもって充てられるものとす

る。 
 
（参事官） 
第五条 委員会の事務局に、参事官四人（うち三人は、関係のある他の職を占める者をも

って充てられるものとする。）を置く。 
２ 参事官は、命を受けて、局務を分掌し、又は局務に関する重要事項の調査審議に参画

する。 
 
（事務局の内部組織の細目） 
第六条 前二条に定めるもののほか、委員会の事務局の内部組織の細目は、内閣府令で定

める。 
 
（委員会の運営） 
第七条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 
 
 

附 則 
 
 
この政令は、法の施行の日（平成十八年七月七日）から施行する。 
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＜衆議院＞ 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律案に対する附帯決議 

 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用に遺漏なきを期すこと。 

 

 一 官民競争入札等の結果、民間事業者が落札した場合の公務員の処遇について、公務員の

雇用の確保に配慮し、政府部内での配置転換と新規採用の抑制により対応することを基本

とすること。また、官民競争入札等の結果として政府部内での配置転換が必要となる場合

については、公務員の不安やこれに伴う士気の低下をきたさないよう、各大臣等任命権者

が責任を持って円滑な配置転換に取り組むとともに、総人件費改革の一環として国の行政

機関において官民競争入札等が実施され、その結果として右取組が必要となる場合、今後

設置が予定されている国家公務員雇用調整本部において政府全体として的確に対応する

こと。また、落札事業者の希望と本人の同意を前提に公務員を退職し落札事業者の下で業

務に従事することとなった者が、公務への復帰を希望する場合には、各大臣等任命権者は、

その者の退職前の公務員としての勤務経験と落札事業者における勤務経験とを勘案し、公

務への復帰希望について十分配慮すること。 

 

 一 利用者・受益者である国民の視点に立って、国民のため、限られた財源の中で質の高い

公共サービスを実現する観点から、公共サービスに関する情報開示に努めるとともに、広

く国民の声を聞きつつ、各公共サービスの具体的な内容や特性に十分配慮し、官民競争入

札等の対象業務を適切に選定すること。また、各公共サービスの内容を踏まえ、公共サー

ビスの質の低下や中断をきたすことのないよう、適切な実施要項の作成や定期的かつ継続

的なモニタリングの実施などを行い、公共サービスを安定的かつ確実に実施していくこと。 

 

 一 国立大学法人、文化芸術や科学技術については、独立行政法人とは別途の国立大学法人

制度を創設した趣旨、長期的かつ継続的な観点に立った対応の重要性などを踏まえ、それ

ぞれの業務の特性に配慮し、本法に規定する手続に従い、慎重かつ適切に対応すること。 

 

 一 官民競争入札等監理委員会は、公共サービスについての国民の意見を反映できる幅広い

関係者によって構成することとし、委員の人選に当たっては、学識経験者など、委員会の

公平性、中立性を確保でき得るよう十分配慮すること。 

 

 一 本法第三十四条に規定する地方公共団体の窓口業務を民間事業者が行うに当たっては、

当該業務が住民の個人情報を取扱う業務であることに十分留意し、個人情報の保護等に万

全を期すこと。また、個人情報の適正な取扱いを確保するための措置について、事業開始

後も、指導・監督を行うこと。 
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＜参議院＞ 
競争の導入による公共サービスの改革に関する法律案に対する附帯決議 

 
政府は、本法の施行に当たっては、次の事項について留意し、その運用に万全を期すべきで

ある。 
一 官民競争入札等の結果、民間事業者が落札した場合の公務員の処遇については、雇用の確

保に配慮し、政府部内での配置転換と新規採用の抑制による対応を基本とすること。その際、

公務員の不安やこれに伴う士気の低下を来さないよう、各大臣等任命権者が責任を持って円

滑な配置転換に取り組むとともに、政府全体としての対応が必要な場合には、今後設置が予

定されている国家公務員雇用調整本部の活用を図ること。 
 
二 官民競争入札等における落札事業者の希望と本人の同意を前提に公務員を退職し落札事

業者の下で業務に従事することとなった者が、公務への復帰を希望する場合には、各大臣等

任命権者は、その者の退職前の公務員としての勤務経験と落札事業者の下での勤務経験とを

勘案し、公務への復帰希望について十分に配慮すること。 
 
三 本法の施行に当たっては、競争の導入による公共サービス改革によって公共サービスの質

の維持・向上及び経費の削減を図るという理念と趣旨にかんがみ、総合評価方式の積極的な

採用等によって、公共サービスの質の維持・向上の実現を図ること。 
 
四 国立大学法人については独立行政法人制度と別途の制度を創設した趣旨を、文化芸術や科

学技術の振興については長期的かつ継続的な観点に立った対応が重要であることをそれぞ

れ踏まえ、各業務の特性に配慮し、本法に規定する手続に従いつつ、慎重かつ適切に対応す

ること。 
 
五 官民競争入札等監理委員会は、公共サービスについての国民の意見を反映できる幅広い関

係者によって構成することとし、委員の人選に当たっては、委員会の公平性、中立性を確保

できるよう十分配慮するとともに、積極的・能動的な運営を行うこと。また、専門性に富ん

だ多様な人材を確保して、事務局体制を充実・強化すること。 
 
六 本法の対象となる公共サービスを選定する仕分け作業において、官民競争入札等監理委員

会による十分なチェックが行われるような制度運用を行うこと。 
 
七 本法第三十四条に規定する地方公共団体の窓口業務を民間事業者が行うに当たっては、当

該業務が住民の個人情報を取り扱う業務であることに十分留意し、個人情報の保護等に万全

を期すこと。また、個人情報の適正な取扱いを確保するための措置について、事業開始後も

指導・監督を行うこと。 
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